○○株式会社化学物質自主管理マニュアル

～産業廃棄物処理業（最終処分場）編～

　本マニュアルは、化学物質の自主的な管理の改善を促進し、環境に対する影響を最小にするために、特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律（平成11年法律第86号）に定める第１種指定化学物質及び第２種指定化学物質その他人の健康や生態系に悪影響を及ぼすおそれがある化学物質（以下「有害化学物質」という。）の管理に係る措置を定めるものである。

第１．指定化学物質の管理の方針

　最終処分場の使命を認識し、地域社会との共存共栄をはかるため、廃棄物の適正処理を推進するとともに、有害化学物質の環境への排出削減に努め、地域社会への環境影響を最小化する。

　

第２．管理計画の策定

　有害化学物質の環境への排出を削減するための具体的目標を設定し、これを達成する時期及び具体的方策を定めた管理計画を取締役会の承認のもと別途定める。

第３．管理計画の実施

1． 組織体制の整備

管理計画を確実かつ円滑に実施するために、化学物質管理統括者、化学物質管理責任者及び化学物質管理推進員を設置することとし、その構成員及び職務は次の表のとおりとする。

職　　　名
構　成　員
主　な　職　務

化学物質管理統括者
取締役社長
・管理計画の実施の統括

化学物質管理責任者
取締役 技術研究室室長
・管理計画の実施責任

化学物質管理推進員
各処分場所長

技術研究室課長
・各処分場及び技術研究室における管理計画の実施

・化学物質管理責任者の指示による具体的作業

2． 作業要領の策定

化学物質管理責任者は、管理計画を実施するために必要な有害化学物質の管理に関する具体的な措置の内容を定めた作業要領を策定する。

3． 教育・訓練の実施

（1） 化学物質管理責任者は、従業員に対し、有害化学物質の適正管理及び住民との相互理解に必要な教育・訓練（以下「従業員教育」という。）を継続的に実施する。

（2） 従業員教育の対象はすべての従業員とする。

（3） 従業員教育のプログラム及び教材は、対象従業員の職務内容や専門性を考慮して、化学物質管理責任者が定める。

（4） 従業員教育の内容は、以下を基本とする。

1） 各種法令及び化学物質管理指針の内容に関する事項

2） 管理の方針、管理計画、作業要領その他各種規程の内容に関する事項

3） 廃棄物に含まれる有害化学物質に関する情報の解説

4） 排出抑制方法

5） 保守点検に関する事項

6） 事故発生時の応急措置

7） 住民への有害化学物質管理に関する情報の提供及び住民との相互理解の推進のための手法

8） その他最終処分場の適正管理及び住民理解の増進を行う上で必要な事項

　

第４．管理の状況の評価及び方針等の見直し

1． 化学物質管理責任者は、次の事項について取りまとめるとともに、評価を実施し、化学物質管理統括者に報告する。

（1） 管理計画に定められた目標の達成状況

（2） 管理計画に定められた方策の実施状況

（3） 教育・訓練の実施状況及び成果

（4） 情報の整備状況及び活用状況

（5） 住民からの苦情・要望の受理及び対応状況

2． 化学物質管理責任者は、上記１の評価の結果を管理計画、作業要領その他の規程に反映させること等により、これらの継続的な見直しに努める。

3． 化学物質管理統括者は、上記１及び２の評価・見直しの状況について、１年に１回取締役会に報告するものとする。

第５．情報の収集等

　　１．指定化学物質の排出量等の把握

　　化学物質管理推進員は、処分場における次の事項を把握し、３ヶ月ごとに化学物質管理責任者に報告する。

1） ３ヶ月間の廃棄物の搬入量、排水量及び第１種指定化学物質の排出量

2） 浸出水処理施設の運転状況及び処分場の状況

２．情報の活用

　　　　化学物質管理責任者は、有害化学物質に関する情報の活用を図るため、入手した情報を、当該有害化学物質を取り扱うすべての関係者に周知する。

第６．管理対策の実施

1． 廃棄物の搬入管理

　（１）処分場に搬入される廃棄物の目視確認を徹底するとともに、マニフェストによる廃棄物の搬入管理を厳密に行うことにより、契約以外の廃棄物の搬入防止に努める。

　（２）廃棄物の事前分析を行うとともに随時抜き取り検査を行い、自社埋立基準に適合しない廃棄物の搬入防止に努める。

２．設備等の点検

（1） 化学物質管理推進員は、廃棄物を埋立処分する施設の損壊等による流出、漏洩等の有無について点検を実施する。

（2） 化学物質管理推進員は、浸出水処理施設を適正に運転するとともに、施設の点検を実施する。

（3） 施設の点検は、日常点検と定期点検に分けて実施する。

（4） 化学物質管理推進員は、点検の結果異常が認められたときは、遅滞なく化学物質管理責任者に報告するとともに、速やかに補修その他必要な措置を講じなければならない。

（5） 化学物質管理推進員は、点検結果及び異常時の措置状況についての記録を５年間保管する。

３．水質検査の実施

（1） 化学物質管理推進員は、自社排水基準に適合しない処理水を放流することがないよう、処理水の水質検査を実施しなければならない。

　（２）検査項目及び頻度は別表とおりとし、検査結果は５年間保管する。

第７．住民理解の増進

　化学物質管理責任者は、有害化学物質の排出状況、事業活動内容、有害化学物質の管理状況等について報告書を作成し、必要に応じて住民への説明会を実施する。

第８．事故対策

1． 未然防止対策

（1） 法の順守

廃棄物処理法その他関連法を遵守し、廃棄物の搬入管理を徹底するとともに、浸出水処理施設の適切な運転管理に努める。

（2） 情報の収集・整備

化学物質管理責任者は、事故事例を収集・分析し、従業員の教育・訓練に活用する。

2． 事故発生時の緊急対策

（1） 万一事故が発生した場合は、事故の程度に応じて次の優先順位で適切な措置を迅速に講じる。

1） 事故の拡大防止

2） 住民への危害防止

3） 環境影響の削減

（2） 化学物質管理責任者は、事故発生時の具体的な対応手順を定めた化学物質事故対策要領を定め、全従業員に周知する。

3． 事故に対する恒久対策

（1） 事故の緊急対策が完了した後は、化学物質管理推進員が中心となって事故の原因や緊急対策への対応状況を整理・評価し、必要な恒久対策を講じるとともに、化学物質管理責任者に報告する。

（2） 恒久対策は速やかに実施することとし、実施までに長期間を要するものは管理計画に措置計画等を規定する。

処理水の水質検査の項目及び頻度


項　　　　　目
試　験　頻　度


毎日
1回/月
1回/3月
1回/6月
1回/年

ｐＨ
○





BOD

○




COD
○





SS

○




n-ヘキサン抽出物質（鉱油類）

○




n-ヘキサン抽出物質（植物油類）

○




フェノール類

○




銅

○




亜鉛

○




溶解性鉄

○




溶解性マンガン

○




クロム

○




大腸菌群数


○



総窒素

○




全リン

○




ホウ素

○




フッ素

○




アンモニア・アンモニウム化合物・亜硝酸及び硝酸化合物

○




カドミウム

○




シアン


○



有機リン


○



鉛

○




六価クロム

○




ヒ素

○




水銀

○




アルキル水銀


○



ＰＣＢ


○



セレン

○




トリクロロエチレン


○



テトラクロロエチレン


○



ジクロロメタン



○


四塩化炭素



○


１，２－ジクロロエタン



○


１，１－ジクロロエチレン



○


シスー１，２－ジクロロエチレン



○


１，１，１－トリクロロエタン



○


１，１，２－トリクロロエタン



○


１，３－ジクロロプロペン



○


チウラム



○


シマジン



○


チオベンカルブ



○


ベンゼン



○


ダイオキシン類




○

化学物質の適正管理に関する管理計画

○○株式会社

　　化学物質自主管理マニュアル第２の規定に基づき、管理計画を次のとおり定める。

1． 管理目標

（1） 自社埋立基準に適合しない廃棄物の処分場への搬入を０とする。

【自社埋立基準は、昭48総令5に規定する埋立基準の70％とする。】

（2） 最終処分場から排出される化学物質量を低減するため、自社排水基準に適合しない処理水の放流を０とする。

【自社排水基準は、昭46.6.21総令35（平13.6.13環令21改正）に規定する排水基準の70％とする。】

2． 管理目標を達成するための方策及び実施時期

　１）浸出水処理施設

実施方策
平成16年度
平成17年度
平成18年度
平成19年度

運転マニュアルの見直し





処理条件の見直し・実施





日常点検・定期点検の実施





　２）社員教育・その他

実施方策
平成16年度
平成17年度
平成18年度
平成19年度

法令に関する教育





技術に関する教育・訓練





特定化学物質の性状に関する情報収集





廃棄物の管理体制の充実





データベースの構築





別表








